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貸 借 対 照 表 
 

（２０２０年 ３月３１日現在） 
 
 
 

                   (単位：千円) 

（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

 
 
 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 資 産 の 部 ） 

流 動 資 産 

現金及び預金 

前 払 費 用 

 

 

 

 

 

 

 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建         物 

建物附属設備 

構    築    物 

機 械 装 置     

器 具 備 品 

土         地 

建 設 仮 勘 定 

 

無形固定資産 

   借 地 権 

   ソフトウェア 

   電話加入権 

 

投資その他の資産 

差入保証金 

繰延税金資産 

 

 

２８４，４４０ 

２７６，７１５ 

７，７２４ 

 

 

 

 

 

 

 

１２，８７４，６０２ 

１２，７７３，０５３ 

３，５４５，１２５ 

１，９９８，７５４ 

５６，９８８    

１４，１５３ 

２４，５２８ 

５，７９１，１５５ 

１，３４２，３４８ 

 

５６，１５２ 

４５，５９８ 

１０，２５０ 

３０２ 

 

４５，３９６ 

２３，６１２ 

２１，７８４ 

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 

短 期 借 入 金          

未 払 金 

未 払 費 用      

 未払消費税等 

 未払法人税等 

前 受 収 益 

賞 与 引 当 金 

 

固 定 負 債 

受 入 保 証 金 

資産除去債務 

  

４，２５４，３４３ 

２，７００，０００ 

１，４３８，０９７ 

４，２５８ 

２１，０８６ 

８２，３７１  

４，０１９ 

４，５０９ 

 

 

１，２２６，５５６ 

１，１６８，６６０ 

５７，８９５ 

負 債 合 計 ５，４８０，８９９ 

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 

資     本     金 

資 本 剰 余 金 

   資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

   その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

                

  

７，６７８，１４３ 

３００，０００ 

８６，５５２ 

８６，５５２    

７，２９１，５９０  

７，２９１，５９０ 

７，２９１，５９０ 

純 資 産 合 計 ７，６７８，１４３ 

資 産 合 計  １３，１５９，０４２ 負債・純資産合計 １３，１５９，０４２ 



２ 
 

損 益 計 算 書 
 

２０１９年 ４月  １日から 

２０２０年 ３月３１日まで 
 

 

 

      （単位：千円） 

（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科      目 金      額 

 売     上     高 

売   上   原   価 

売   上   総   利   益 

販  売  費  及  び  一  般  管  理  費 

営       業       利        益 

営  業  外  収  益 

受  取  利  息  及  び  配  当  金 

営  業  外  費  用 

支    払    利    息 

固 定 資 産 除 却 損 

経    常    利    益 

特   別   利   益  

固 定 資 産 売 却 益 

特   別   損   失 

  固 定 資 産 売 却 損 

 税 引 前 当 期 純 利 益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

当  期  純  利  益 

１，８８７，０４１ 

１，１２８，８８２ 

７５８，１５９ 

１０１，０８９ 

６５７，０６９ 

８ 

８ 

９，２２５ 

２，８６２ 

６，３６３ 

６４７，８５２ 

８７０，９９１ 

８７０，９９１ 

７，９１９ 

７，９１９ 

１，５１０，９２４ 

４０９，０８９ 

△５１，８２１ 

１，１５３，６５５ 



３ 
 

株主資本等変動計算書 

２０１９年 ４月  １日から 

２０２０年 ３月３１日まで 

 

 

(単位：千円) 

 
 

 

 

 

株 主 資 本 

資 本 金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合  計 資本準備金 
資本剰余金

合   計 

その他利益 

剰 余 金 利益剰余金 

合   計 繰 越 利 益 

剰 余 金 

当 期 首 残 高 300,000 86,552 86,552 6,137,935 6,137,935 6,524,487 

当 期 変 動 額       

当 期 純 利 益    1,153,655 1,153,655 1,153,655 

株主資本以外の項目の事    

業年度中の変動額(純額) 
      

 

当 期 変 動 額 合 計 

 
- - - 1,153,655 1,153,655 1,153,655 

 

当 期 末 残 高 

 
300,000 86,552 86,552 7,291,590 7,291,590 7,678,143 

 

 

 
評価・換算差額等 

純資産合計 その他有 

価証券評 

価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当 期 首 残 高 - - 6,524,487 

当 期 変 動 額    

当 期 純 利 益   1,153,655 

株主資本以外の項目の事 

業年度中の変動額(純額) 
- - - 

 

当 期 変 動 額 合 計 

 
- - 1,153,655 

 

当 期 末 残 高 - - 7,678,143 

（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 

  

記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １．引当金の計上基準 

賞 与 引 当 金・・・従業員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち、当事業

年度に負担すべき額を計上しております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産・・・定率法を採用しております。 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物並びに平成２８年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を

採用しております。 
無形固定資産・・・ソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。 

 ３．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
   消費税等の会計処理方法 
               消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

    連結納税制度の適用 

             当社は、株式会社三井住友フィナンシャルグループを連結納税親会社

とする連結納税制度を適用しており、連結納税親会社に対する支払予

定額３０８，６３７千円は、未払金に含めて表示しております。 

連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

             当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)

において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制

度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目につい

ては、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会

計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第３９号 ２０２０年３月

３１日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第２８号 ２０１８年２月１６日）第

４４項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額につい

て、改正前の税法の規定に基づいております。 

 

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記 

該当事項はありません。 

 
Ⅲ．表示方法の変更に関する注記 
 該当事項はありません。 

 
Ⅳ．貸借対照表に関する注記 
１．有形固定資産の減価償却累計額              １０，１１９，２３２千円 

２．保証債務                               ３９千円 

     銀行からＳＭＢＣ日興証券㈱の顧客が受けている融資に対し、保証しております。 
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３．関係会社に対する金銭債権債務 

長期金銭債権                        １３，７８２千円 

短期金銭債務                     ３，００８，６３７千円 

長期金銭債務                       ２６６，１１９千円 

 
Ⅴ．損益計算書に関する注記 
１．関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

営業収益                        ４４２，１２０千円 

営業費用                        １５，０９３千円 

営業取引以外の取引による取引高               ２，８６２千円 

 

 

２．減損損失 

    該当事項はありません。 
 
Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記 
１. 発行済株式の種類および総数 

種     類 発行済株式の数（株） 

普 通 株 式 １０,０００ 

計 １０,０００ 
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Ⅶ．金融商品に関する注記 
１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社は必要な資金は借入により調達し、一時的な余資運用については短期の預金に限

定しております。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

短期借入金は主に事業をおこなうために必要な資金の調達を目的としたものであり、

流動性リスクに晒されておりますが、資金繰り計画を作成するなどの方法により管理し

ております。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

２０２０年３月３１日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額は次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含

めておりません。（（注1）をご参照下さい） 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 
(2) 短 期 借 入 金 

(3) 未 払 金 

(4) 未 払 費 用 

(5) 未払消費税等 
(6) 未払法人税等 

２７６，７１５  

（２，７００，０００） 

（１，４３８，０９７） 

（４，２５８） 

（２１，０８６） 

（８２，３７１）   

２７６，７１５  

（２，７００，０００） 

（１，４３８，０９７） 

（４，２５８） 

（２１，０８６） 

（８２，３７１）      

― 

― 

― 

― 

─ 

─ 

負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

(1) 現金及び預金、（2）短期借入金、（3） 未払金、(4)未払費用、(5)未払消費税等、 
(6)未払法人税等 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

 

(注1)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

差 入 保 証 金 ２３，６１２ 

受 入 保 証 金 （１，１６８，６６０） 

  負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

 

将来の償還予定時期が合理的に見込めない差入保証金、及び受入保証金は、将来キャッシ

ュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

時価開示の対象とはしておりません。 
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Ⅷ．賃貸等不動産に関する注記 

１．賃貸不動産の状況に関する事項 

当社は、東京都、神奈川県その他の地域において、賃貸用のビルを有しております。２０

２０年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸収益は１，８８７，０３９千円、賃貸

費用は１，１２８，８８１千円となっております。 

 

２．賃貸等不動産の時価に関する事項 

（単位：千円) 

貸借対照表計上額 
当期末の時価 

当期首残高 当期増減額 当期末残高 

１２，３１２，０７１   ４８１，９５４ １２，７９４，０２５    １８，６２１，９００ 

 

(注１)貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額

であります。なお、貸借対照表計上額には、資産除去債務に関する金額３５８千円が含

まれております。 

   (注２)当期増減額のうち、主な増加額は鶴見日興ビルの電源設備更新工事等 １，２６８，６７

６千円によるものです。主な減少額は自由が丘日興ビル及び甲府日興ビルの売却帳簿価

額４７０，６９９千円並びに減価償却費５８５，８６３千円によるものです。 

(注３)当期末の時価は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価額（指標等を用いて調整を行った

ものを含む。）であります。 

 

Ⅸ．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

繰延税金資産の発生の主な原因は、会社分割による承継不動産の評価差額金及び減価償却超

過額であり、繰延税金負債の発生の主な原因は会社分割による承継不動産の評価差額金であり

ます。 
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Ⅹ．関連当事者との取引に関する注記 

①親会社                                                                   （単位：千円） 

種類 会社の名称 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者との

関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 
ＳＭＢＣ日興証

券株式会社 

（被所有） 

直接100％ 

不動産の賃貸 

等 

資金の借入と返

済等 

 

建物の賃貸（注） 

 

442,120 

 

受入保証金 266,119 

資金の借入（注） 

資金の返済 

支払利息 

- 

2,200,000 

2,862 

短期借入金 

未払費用 

2,700,000 

4 

 

 
(注)取引条件及び取引条件の決定方針等 

建物の賃貸借及び資金の借入については、市場実勢等を勘案して取引条件を決定しておりま 

す。 

 

②兄弟会社等                                   （単位：千円） 

種類 会社の名称 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者との

関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社

の子会

社等 

日興システムソ

リューションズ

株式会社 

なし 
不動産の賃貸 

等 
建物の賃貸（注１） 1,343,340 受入保証金 837,303 

親会社

の子会

社等 

株式会社三井住

友銀行 
なし 

資金の預入及び

引出 

資金の預入及び引

出（注２） 
- 
現金及び預

金 
261,166 

 

(注１)取引条件及び取引条件の決定方針等 

建物の賃貸借については、市場実勢等を勘案して取引条件を決定しております。 

(注２)反復的な一般的条件の取引であるため、期末残高のみ記載しております。 

 

XI．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額                       ７６７，８１４．３４円 

１株当たり当期純利益                     １１５，３６５．５９円 
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Ⅻ．重要な後発事象に関する注記 

１．吸収分割 

当社は、当社及びＳＭＢＣ日興証券株式会社間で、２０２０年２月１７日に「吸収分割契約書」

を締結し、２０２０年４月１日付で実施いたしました。 

（１）本吸収分割の目的 

株式会社三井住友フィナンシャルグループ（以下「ＳＭＦＧ」）は、ＳＭＢＣグループ各

社が利用する不動産の工事・施設保守発注体制強化を目的とした業務集約のため、当社を

シェアードサービスセンター（以下「ＳＳＣ」）の母体会社とすることとし、当社のＳＳＣ

化に先立ち、当社が営む事業に関して当社が有する権利義務の一部をＳＭＢＣ日興証券株

式会社に継承させる吸収分割を行ったうえで、ＳＭＢＣ日興証券株式会社が保有する当社

株式をＳＭＦＧへ現物配当することにより、当社をＳＭＦＧの直接の子会社とすることと

いたしました。 

なお、当社をＳＳＣとしてＳＭＦＧの直接の子会社とすることにより、ＳＭＢＣグルー

プ各社における不動産コストの適正化、管財業務専門人材の確保を企画しております。 

（２）吸収分割する事業の内容等、分割する資産及び負債の帳簿価額 

① 事業の内容 

  不動産の管理並びに賃借 

   信用保証業務 

② 分割する事業の経営成績（２０２０年３月期） 

   売上高      １，８８７，０４１千円 

   ※売上高には連結内部売上高を含んでおります。 

③ 分割する資産及び負債の帳簿価額（２０２０年３月期） 

   資産の額   １２，８６０，７８０千円 

   負債の額    ５，０６８，８０２千円 

（３）本吸収分割の時期 

２０２０年４月１日 

（４）本吸収分割の方式 

ＳＭＢＣ日興証券株式会社を継承会社とし、当社を分割会社とする吸収分割（簡易吸収分

割） 

（５）本吸収分割に際して交付する金銭等 

本吸収分割は、ＳＭＢＣ日興証券株式会社とＳＭＢＣ日興証券株式会社 100％子会社であ

る当社との間で行われるため、本吸収分割に際してＳＭＢＣ日興証券株式会社から当社へ

株式その他の金銭等の交付は行いません。 

（６）実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」に基づき、共通支配下の取引として処理しております。 

 

２．資本金の額及び資本準備金の額の減少 

当社は、会社法第３１９条第１項に基づく株主総会における承認を得て、当社及びＳＭＢＣ日興

証券株式会社間で実施した、２０２０年４月１日付吸収分割に際して、当社の資本金の額及び資

本準備金の額を減少しました。 

（１）資本金の額の減少 

① 資本金の額の減少の目的 

   減少する資本金の額の全額をその他資本剰余金に振り替えるため 



１０ 
 

② 減少する資本金の額 ２９０，０００千円 

③ 減少後の資本金の額  １０，０００千円 

④ 資本金の減少の方法 全額を資本剰余金に振替 

⑤ 効力発生日 ２０２０年４月１日 

（２）資本準備金の額の減少 

① 資本準備金の額の減少の目的  

   減少する資本準備金の額の全額をその他資本剰余金に振り替えるため 

② 減少する資本準備金の額 ８４，０５２千円 

③ 減少後の資本準備金の額  ２，５００千円 

④ 資本準備金の減少の方法 全額を資本剰余金に振替 

⑤ 効力発生日 ２０２０年４月１日 

 


